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報第22号 専決処分の報告について 

令和８年３月31日午前10時50分頃、市内京町２丁目地内のアパート敷地内において、

本市職員（三の倉センター所属）が、公用車（ごみ収集車）をごみステーションに寄

せようと右にハンドルを切った際、同車の右側後輪が汚水桝
ます

を通過し、鋳物製の汚水

桝
ます

蓋を破損させ、損害を与えた。 

これに対する損害賠償額を令和８年５月29日、82,280円と定めた。 

〔過失割合：市側100％、相手側０％〕 

 

報第23号 専決処分の報告について 

令和７年12月16日午後２時18分頃、市内京町２丁目地内の交差点付近において、

本市職員（南消防署所属）が、信号が青に変わって前方の軽自動車が発進したこと

を確認し、公用車（査察車）を発進させたところ、同軽自動車が一旦停止したこと

に気付かず後方から追突し、当該車両のバックドア等を破損させ、損害を与えた。 

これに対する損害賠償額を令和８年７月21日、228,899円と定めた。 

〔過失割合：市側100％、相手側０％〕 

※人身分は令和８年５月８日に専決処分し、６月定例会で報告済み（損害賠償額

208,656円）。 

 

報第24号 専決処分の報告について 

 令和８年６月22日午前11時頃、市内本町５丁目地内の陶都創造館駐車場において、

本市職員（秘書広報課所属）が公用車から降車しようと運転席のドアを開けたとこ

ろ、当該ドアが突風にあおられ同車右側に駐車中の車両の左側面に接触し、同車両

の左フロントドア等を破損させ、損害を与えた。 

これに対する損害賠償額を令和８年８月４日、330,946円と定めた。 

〔過失割合：市側100％、相手側０％〕 

 

報第25号 専決処分の報告について 

 令和８年３月24日午前11時15分頃、市内上山町１丁目地内のＤＣＭ２１多治見店

駐車場において、本市職員（商工観光課所属）が、駐車のため公用車を後進させた

ところ、同車の後方を通過しようとしたトラックの右側面に衝突し、同車両の燃料

タンクを破損させ、損害を与えた。 

これに対する損害賠償額を令和８年８月７日、82,258円と定めた。 

〔過失割合：市側100％、相手側０％〕 
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報第28号 令和７年度決算に基づく健全化判断比率の報告について 
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報第29号 令和７年度多治見市財政向上指針の実施状況の報告について 

 

 
 

 

  

１　収入の増加及び支出の抑制

諸納付金の収納率

経常経費（普通会計）

２　市債残高（一般会計負担分）の上限

市債残高

一般会計

駐車場事業特別会計

水道事業会計

下水道事業会計

農業集落排水事業会計

病院事業会計

※端数処理により、合計額等が合わない場合があります。

３　基金の適正な管理

（１）　財政調整基金の可処分額を33億円以上確保します。

財政調整基金の可処分額

財政調整基金残高 A

災害復旧経費留保分 B

リスク引当金 C

可処分額    （A－B－C）

※端数処理により、可処分額等が合わない場合があります。

62.1億円 56.9億円 △ 5.2億円

15.0億円 15.0億円 0.0億円

0.0億円 0.0億円 0.0億円

19.8億円

区分 R6年度① R7年度② ②－①

77.1億円 71.9億円 △ 5.2億円

合　　計 437.9億円 455.4億円 17.5億円 537.5億円 557.3億円

17.0億円 18.9億円 1.9億円 34.0億円 37.7億円 3.7億円

0.2億円 0.1億円 △ 0.1億円 0.2億円 0.2億円 0.0億円

69.2億円 67.8億円 △ 1.4億円 138.4億円 135.6億円 △ 2.8億円

2.9億円 3.5億円 0.6億円 14.7億円 17.4億円 2.7億円

－ － － 1.7億円 1.3億円 △ 0.4億円

348.5億円 365.1億円 16.6億円 348.5億円 365.1億円 16.6億円

　一般会計の市債残高並びに特別会計及び企業会計の市債残高のうち、令和９年度までに、一般会計で負担すべき残高の合計を470億円、
市債の実残高を590億円以内とします。

会計名
（１）　一般会計負担分 （２）　実残高

R6年度① R7年度② ②－① R6年度① R7年度② ②－①

歳出額 315.9億円 326.6億円 10.7億円

歳出構成比 71.0% 66.9% △ 4.1%

滞納繰越分 28.27% 27.57% △ 0.70%

区分 R6年度① R7年度② ②－①

実績 32.32% 31.56% △ 0.76%

諸納付金合計
（市税を含む）

現年課税分
実績

99.10% 98.99% △ 0.11%

①収入の増加
　債権管理計画で定める収納率の達成、企業誘致による税収増、使用料・手数料等の見直し及び市有財産の一層の
有効活用により財源の確保に努めます。
②支出の抑制
　公共施設等のランニングコスト軽減、行政改革の実施による経常経費の抑制に努めます。

区分 R6年度① R7年度② ②－①

市　税

現年課税分
目標 98.90% 98.90% 0.00%

実績 99.21% 99.12% △ 0.09%

滞納繰越分
目標 31.50% 31.50% 0.00%
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（２）　市債償還対策基金（合併特例債分を除く。）は、令和９年度末残高を30億円以上確保します。

市債償還対策基金（合併特例債分を除く）

※端数処理により、残高が合わない場合があります（以下の基金も同様）。

（３）　職員退職手当基金は、令和９年度末残高を15億円以上確保します。

職員退職手当基金

（４）　庁舎建設基金は、建設費に30億円以上を財源充当できるよう、建設までに７億円以上を積み立てます。

庁舎建設基金

（５）　地域振興基金の年間処分額は、上限１億円とします。ただし、必要に応じて１億円を超えて取り崩すことができるものとします。

地域振興基金

年度 積立額 取崩額 残高

R5年度 3.1億円 0.0億円 16.5億円

R6年度 2.1億円 0.0億円 18.6億円

R3年度 2.1億円 0.0億円 10.7億円

R4年度 2.8億円 0.0億円 13.5億円

R3年度 0.1億円 0.0億円 20.2億円

R4年度 0.1億円 0.0億円 20.3億円

R7年度 1.2億円 0.0億円 19.8億円

年度 積立額 取崩額 残高

R7年度 0.1億円 1.3億円 18.1億円

年度 積立額 取崩額 残高

R5年度 0.0億円 0.0億円 20.3億円

R6年度 0.0億円 1.0億円 19.4億円

R5年度 2.0億円 0.0億円 25.3億円

R6年度 4.0億円 0.0億円 29.3億円

R3年度 1.0億円 0.0億円 21.2億円

R4年度 2.0億円 0.0億円 23.2億円

R3年度 0.0億円 0.7億円 16.4億円

R4年度 0.0億円 0.8億円 15.7億円

R7年度 3.1億円 0.0億円 32.4億円

年度 積立額 取崩額 残高

R7年度 0.0億円 1.8億円 12.4億円

R5年度 0.0億円 0.8億円 14.9億円

R6年度 0.0億円 0.8億円 14.2億円
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議第79号 多治見市歳入等及び公の施設の利用料金の納入方法の特例を定める条例を

制定するについて 

１ 制定趣旨 

  今後のキャッシュレス決済の導入拡大に資するため、市の歳入等及び公の施設

の利用料金の納入方法の特例を定める条例を新規制定する。 

 ２ 主な内容 

  (１) 市の歳入等のうち当該歳入等の納付事務について指定納付受託者が指定さ

れているものについては、当該歳入等に係る条例の規定にかかわらず、当該指

定納付受託者への納付の委託をもって市への納付に代えることができることと

する（第２条関係）。 

  (２) 市の公の施設の利用料金のうち、別に当該公の施設の指定管理者が定める

ものの納入については、当該公の施設の設置及び管理に係る条例の規定にかか

わらず、別に指定管理者が定めるところにより行うことができることとする

（第３条関係）。 

 ３ 施行日等 

(１) 施行日 令和８年10月１日 

(２) 多治見市立学校の設置等に関する条例（昭和39年条例第10号）の一部を改

正する。 

 

【政策の背景及び提案までの経緯（議会基本条例第13条第１号関係）】 

(１) 産業文化センターにおける経済支援拠点フロア施設（新ＢＩ）の運用開始

に向けて、使用料の徴収方法として、キャッシュレス決済の導入を検討するこ

ととなった。 

(２) キャッシュレス決済に当たっては、地方自治法（昭和22年法律第67号）第

231条の２の２の規定による指定納付受託者への納付の委託による必要がある。 

(３) 指定納付受託者への納付の委託においては、使用者による納付の委託と市

への使用料の納付の時期が異なる（納付の委託に対し、市への納付の時期が遅

れる）。 

(４) 一般に、公の施設の設置及び管理に関する条例においては、使用料は、使

用の許可を得た際に納入することと規定されており、納付の委託による使用料

の納付時期の遅れに対応できない。 

(５) このため、多治見市産業文化センターの設置及び管理に関する条例（平成

４年条例第43号）の一部改正を行い、納入方法の特例を規定することとなるが、

今後のキャッシュレス決済の導入拡大に資するため、特例条例を新規制定し、

対応することとした。 

(６) なお、公の施設の使用料のみならず、公の施設の利用料金及び市の歳入等

全般までカバーできるような形で整備することとした。 

 

【市民参加状況報告（市民参加条例第７条第３項、議会基本条例第13条第４号関係）】 

パブリック・コメント手続 
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[案 件] 多治見市公の施設等の使用料及び利用料金の納入方法の特例を定め

る条例の制定について 

[実施期間] 令和８年７月22日から同年８月12日まで 

[寄せられた意見と市の回答] 意見なし 

 

議第80号 多治見市印鑑条例の一部を改正するについて 

 １ 改正趣旨 

出入国管理及び難民認定法等の一部を改正する法律（令和６年法律第59号）の

施行（令和８年６月14日）により、在留カード又は特別永住者証明書に個人番号

カードの機能を付加した特定在留カード又は特定特別永住者証明書が発行される

こととなり、個人番号カードと同様に取り扱うことが可能となったため、標記条

例について、所要の改正を行う。 

２ 改正内容 

(１) 用語の定義に特定在留カード及び特定特別永住者証明書を加える（第２条

第６号及び第７号関係）。 

(２) コンビニ等の多機能端末機による印鑑登録証明書の交付申請に用いること

ができるカード等として、特定在留カード及び特定特別永住者証明書を加える

（第15条第２項第１号関係）。 

 ３ 施行日 公布の日 

 

議第81号 多治見市認可地縁団体の印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正す

るについて 

 １ 改正趣旨及び改正内容 

地方自治法施行規則（昭和22年内務省令第29号）の一部改正により生じた条ず

れについて、標記条例中の引用箇所を改める（第４条関係）。 

 ２ 施行日 令和８年10月１日 

 

議第82号 多治見市営住宅管理条例の一部を改正するについて 

 １ 改正趣旨及び改正内容 

耐用年数が経過し、かつ、老朽化した次の表に掲げる市営住宅について、用途

廃止をする（別表関係）。 

団地名 建設年度 建設場所 構造 戸数 

(廃止前→廃止後) 

南姫 昭和 37 年度 姫町１丁目１番地 簡易耐火構造平

家建 

０ 

（６→０） 

 ２ 施行日 公布の日 
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議第83号 令和８年度多治見市一般会計補正予算（第３号） 

議第84号 令和８年度多治見市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号） 

議第85号 令和８年度多治見市介護保険事業特別会計補正予算（第２号） 

議第86号 令和８年度多治見市下水道事業会計補正予算（第２号） 

議第87号 令和８年度多治見市病院事業会計補正予算（第１号）
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運
行

バ
ス

事
業

費

自
主

運
行

バ
ス

を
運

行
す

る
交

通
事

業
者

に
対

す
る

燃
料

費
高

騰
に

係
る

支
援

に
伴

う
補

助
金

の
追

加
※

　
財

源
：
国

庫
補

助
金

（
物

価
高

騰
対

応
重

点
支

援
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

）

1
,2

6
2

1
,2

6
2

1
0

総
務

費
地

域
内

交
通

運
行

支
援

事
業

費

地
域

内
交

通
を

運
行

す
る

交
通

事
業

者
に

対
す

る
燃

料
費

高
騰

に
係

る
支

援
に

伴
う
補

助
金

の
追

加
※

　
財

源
：
国

庫
補

助
金

（
物

価
高

騰
対

応
重

点
支

援
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

）

1
,1

3
5

1
,1

3
5

1
1

総
務

費
戸

籍
シ

ス
テ

ム
更

新
ク

ラ
ウ

ド
化

関
係

事
務

費

①
戸

籍
総

合
シ

ス
テ

ム
機

器
等

更
新

の
早

期
実

施
が

必
要

と
な

っ
た

こ
と

に
伴

う
委

託
料

の
追

加
　

2
5
,1

9
0
千

円
②

戸
籍

シ
ス

テ
ム

更
改

に
伴

う
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク

構
築

に
伴

う
委

託
料

の
追

加
5
,1

8
4
千

円
③

高
田

・
市

之
倉

郵
便

局
へ

の
専

用
線

設
置

に
伴

う
委

託
料

の
追

加
9
5
7
千

円

3
1
,3

3
1

3
1
,3

3
1

1
2

民
生

費
厚

生
統

計
調

査
費

生
活

の
し

づ
ら

さ
な

ど
に

関
す

る
調

査
の

実
施

に
伴

う
調

査
員

へ
支

払
う

報
酬

の
追

加
※

　
財

源
：
県

支
出

金
2
4
8

2
4
8

1
3

民
生

費
後

期
高

齢
者

医
療

費
令

和
７
年

度
決

算
に

よ
る

後
期

高
齢

者
医

療
療

養
給

付
費

負
担

金
の

返
還

に
伴

う
財

源
更

正
8
,3

1
8

△
 8

,3
1
8

1
4

民
生

費
介

護
保

険
料

公
費

負
担

繰
出

金
低

所
得

者
保

険
料

軽
減

負
担

金
の

追
加

交
付

に
伴

う
繰

出
金

の
増

額
※

　
財

源
：
国

庫
支

出
金

1
/
2
、

県
支

出
金

1
/
4

8
8
7

6
6
5

2
2
2

1
5

民
生

費
介

護
保

険
シ

ス
テ

ム
等

改
修

関
係

費
繰

出
金

介
護

保
険

シ
ス

テ
ム

D
X

対
応

パ
ッ

ケ
ー

ジ
導

入
に

係
る

介
護

保
険

シ
ス

テ
ム

改
修

に
伴

う
繰

出
金

の
増

額
1
5
,9

0
8

1
5
,9

0
8

1
6

民
生

費
後

期
高

齢
者

医
療

広
域

連
合

納
付

金
令

和
７
年

度
決

算
に

よ
る

後
期

高
齢

者
医

療
保

健
事

業
費

負
担

金
の

返
還

に
伴

う
財

源
更

正
3
,2

3
6

△
 3

,2
3
6

款
事

業
名

事
業

内
容

補
正

額

財
源

内
訳

番 号
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

1
7

民
生

費
過

年
度

返
還

金
（
福

祉
医

療
）

令
和

７
年

度
決

算
に

よ
る

県
支

出
金

の
返

還
に

伴
う
償

還
金

の
追

加
2
9
,1

5
7

2
9
,1

5
7

1
8

民
生

費
過

年
度

返
還

金
（
障

害
者

自
立

支
援

）
令

和
７
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

支
出

金
及

び
県

支
出

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
3
5
,4

6
1

3
5
,4

6
1

1
9

民
生

費
過

年
度

返
還

金
（
障

害
者

自
立

支
援

医
療

）
令

和
７
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

支
出

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
1
3
,5

4
1

1
3
,5

4
1

2
0

民
生

費
要

電
源

児
者

非
常

用
電

源
整

備
事

業
費

非
常

用
電

源
装

置
の

購
入

費
助

成
の

利
用

見
込

み
増

に
伴

う
補

助
金

の
増

額
※

　
財

源
：
県

支
出

金
1
/
2

2
1
0

1
0
5

1
0
5

2
1

民
生

費
過

年
度

返
還

金
（
生

活
困

窮
者

自
立

支
援

事
業

費
）

令
和

７
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

支
出

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
2
4
1

2
4
1

2
2

民
生

費
子

育
ち

応
援

事
業

費
（
物

価
高

騰
対

策
）

4
月

2
日

か
ら

1
1
月

3
0
日

ま
で

の
出

生
児

１
人

当
た

り
6
,0

0
0
円

分
の

デ
ジ

タ
ル

ギ
フ

ト
支

給
に

伴
う
委

託
料

の
追

加
※

　
財

源
：
国

庫
補

助
金

（
物

価
高

騰
対

応
重

点
支

援
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

）

2
,1

1
4

2
,0

6
7

4
7

2
3

民
生

費
児

童
手

当
給

付
費

令
和

７
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

支
出

金
及

び
県

支
出

金
精

算
に

伴
う
財

源
更

正
9
7
0

△
 9

7
0

2
4

民
生

費
過

年
度

返
還

金
（
児

童
入

所
施

設
措

置
費

等
負

担
金

）
令

和
７
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

支
出

金
及

び
県

支
出

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
1
,3

5
8

1
,3

5
8

2
5

民
生

費
過

年
度

返
還

金
（
障

害
児

通
所

支
援

事
業

費
）

令
和

７
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

支
出

金
及

び
県

支
出

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
3
4
,5

1
8

3
4
,5

1
8

款
事

業
名

事
業

内
容

補
正

額

財
源

内
訳

番 号
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

2
6

民
生

費
過

年
度

返
還

金
（
児

童
扶

養
手

当
給

付
費

）
令

和
７
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

支
出

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
3
,8

2
2

3
,8

2
2

2
7

民
生

費
過

年
度

返
還

金
（
子

ど
も

・
子

育
て

交
付

金
）

令
和

７
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

支
出

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
1
7
,7

4
4

1
7
,7

4
4

2
8

民
生

費
過

年
度

返
還

金
（
子

育
て

の
た

め
の

施
設

等
利

用
給

付
費

）
令

和
７
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

支
出

金
及

び
県

支
出

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
3
,7

9
5

3
,7

9
5

2
9

民
生

費
旧

児
童

発
達

支
援

セ
ン

タ
ー

関
係

費
令

和
1
0
年

度
ま

で
に

建
物

解
体

が
必

須
と

な
る

旧
発

達
支

援
セ

ン
タ

ー
「
ひ

ま
わ

り
」
に

お
け

る
ア

ス
ベ

ス
ト
含

有
調

査
に

伴
う
委

託
料

の
増

額
1
,3

7
7

1
,3

7
7

3
0

民
生

費
第

２
子

保
育

料
無

償
化

事
業

費
ふ

る
さ

と
応

援
基

金
繰

入
金

の
充

当
に

伴
う
財

源
更

正
3
,2

1
4

△
 3

,2
1
4

3
1

民
生

費
（
仮

称
）
養

正
こ

ど
も

園
建

設
事

業
費

養
正

小
学

校
附

属
幼

稚
園

、
昭

和
小

学
校

附
属

幼
稚

園
及

び
双

葉
保

育
園

を
統

合
し

、
幼

保
連

携
型

認
定

こ
ど

も
園

「
（
仮

称
）
養

正
こ

ど
も

園
」
を

整
備

す
る

た
め

の
基

本
計

画
策

定
支

援
業

務
及

び
基

本
設

計
業

務
等

に
伴

う
委

託
料

等
の

追
加

※
　

継
続

費
の

追
加

あ
り

8
,9

2
4

8
,9

2
4

3
2

民
生

費
過

年
度

返
還

金
（
保

育
）

令
和

７
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

支
出

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
増

額
4
6
2

4
6
2

3
3

民
生

費
過

年
度

返
還

金
（
母

子
）

令
和

７
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

支
出

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
3
,8

3
5

3
,8

3
5

3
4

民
生

費
過

年
度

返
還

金
（
生

活
保

護
扶

助
費

）
令

和
７
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

支
出

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
5
0
,5

5
9

5
0
,5

5
9

款
事

業
名

事
業

内
容

補
正

額

財
源

内
訳

番 号
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

3
5

衛
生

費
健

康
づ

く
り

推
進

事
業

費
ふ

る
さ

と
応

援
基

金
繰

入
金

の
充

当
に

伴
う
財

源
更

正
1
8
6

△
 1

8
6

3
6

衛
生

費
未

熟
児

養
育

医
療

給
付

費

未
熟

児
（
１
歳

未
満

）
の

入
院

費
を

助
成

す
る

制
度

で
あ

る
未

熟
児

養
育

医
療

給
付

費
の

見
込

み
増

に
伴

う
扶

助
費

の
増

額
※

　
財

源
：
国

庫
支

出
金

1
/
2
、

県
支

出
金

1
/
4
、

令
和

７
年

度
決

算
に

よ
る

追
加

交
付

あ
り

3
,8

0
0

3
,8

7
0

△
 7

0

3
7

衛
生

費
病

院
事

業
会

計
補

助
金

①
市

民
病

院
の

L
E
D

化
改

修
工

事
等

に
伴

う
補

助
金

（
補

助
率

1
/
2
）
の

増
額

②
ふ

る
さ

と
応

援
基

金
繰

入
金

の
充

当
に

伴
う
財

源
更

正
3
9
,4

2
1

8
0
3

3
8
,6

1
8

3
8

衛
生

費
ご

み
収

集
袋

関
係

費

①
中

東
情

勢
の

影
響

に
よ

る
ご

み
袋

の
需

要
増

に
伴

う
消

耗
品

費
の

増
額

2
5
,7

8
2
千

円
②

過
誤

請
求

防
止

機
能

の
強

化
の

た
め

の
ご

み
処

理
手

数
料

デ
ー

タ
入

力
カ

ス
タ

マ
イ

ズ
業

務
に

伴
う
委

託
料

の
増

額
　

7
4
6
千

円
※

　
財

源
：
ご

み
処

理
手

数
料

2
6
,5

2
8

2
6
,5

2
8

3
9

農
林

水
産

業
費

農
業

振
興

助
成

費

農
業

者
に

対
す

る
燃

料
費

等
価

格
高

騰
に

係
る

支
援

に
伴

う
補

助
金

の
追

加
※

　
財

源
：
国

庫
補

助
金

（
物

価
高

騰
対

応
重

点
支

援
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

）

4
,6

0
0

4
,6

0
0

4
0

農
林

水
産

業
費

農
用

施
設

維
持

管
理

費

①
笠

原
川

か
ら

の
取

水
用

水
路

の
土

砂
除

去
に

伴
う
工

事
請

負
費

の
増

額
　

5
,1

0
0
千

円
②

大
薮

町
地

内
の

中
川

支
川

に
架

か
る

農
道

橋
の

修
繕

に
伴

う
工

事
請

負
費

の
増

額
　

7
,9

0
0
千

円
※

　
財

源
：
地

方
債

（
緊

急
浚

渫
推

進
事

業
債

、
緊

急
自

然
災

害
防

止
対

策
事

業
債

（
充

当
率

1
0
0
％

、
交

付
税

措
置

率
7
0
％

）
）

1
3
,0

0
0

1
3
,0

0
0

4
1

農
林

水
産

業
費

保
健

保
安

林
整

備
費

松
坂

町
１
丁

目
地

内
に

お
け

る
雨

水
流

入
及

び
法

面
崩

落
の

恐
れ

が
あ

る
箇

所
の

整
備

に
伴

う
工

事
請

負
費

の
増

額
1
,5

4
0

1
,5

4
0

4
2

農
林

水
産

業
費

緑
地

法
面

維
持

管
理

費
住

宅
地

及
び

近
隣

道
路

に
影

響
を

及
ぼ

す
恐

れ
の

あ
る

危
険

木
の

伐
採

に
伴

う
委

託
料

の
増

額
1
3
,6

9
5

1
3
,6

9
5

款
事

業
名

事
業

内
容

補
正

額

財
源

内
訳

番 号
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

4
3

農
林

水
産

業
費

有
害

鳥
獣

捕
獲

事
業

費

県
の

補
助

金
（
岐

阜
県

ツ
キ

ノ
ワ

グ
マ

対
策

事
業

補
助

金
（
補

助
率

3
/
4
）
）

を
活

用
し

、
緊

急
銃

猟
制

度
の

適
切

な
運

用
を

図
る

こ
と

に
伴

う
消

耗
品

費
等

の
増

額
※

　
財

源
：
県

支
出

金

9
2
6

6
9
4

2
3
2

4
4

農
林

水
産

業
費

林
業

振
興

助
成

費

林
業

者
に

対
す

る
燃

料
費

等
価

格
高

騰
に

係
る

支
援

に
伴

う
補

助
金

の
追

加
※

　
財

源
：
国

庫
補

助
金

（
物

価
高

騰
対

応
重

点
支

援
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

）

2
,0

0
0

2
,0

0
0

4
5

商
工

費
新

Ｂ
Ｉ構

想
推

進
事

業
費

①
1
0
月

1
日

に
開

所
す

る
新

B
I施

設
（
コ

ワ
ー

キ
ン

グ
ス

ペ
ー

ス
、

会
議

室
等

）
使

用
料

の
キ

ャ
ッ

シ
ュ

レ
ス

決
済

に
伴

う
手

数
料

の
増

額
②

ふ
る

さ
と

応
援

基
金

繰
入

金
の

充
当

に
伴

う
財

源
更

正
4
1

3
4
2

△
 3

0
1

4
6

商
工

費
観

光
宣

伝
事

業
費

自
主

運
行

バ
ス

を
運

行
す

る
交

通
事

業
者

に
対

す
る

燃
料

費
高

騰
に

係
る

支
援

に
伴

う
補

助
金

の
追

加
※

　
財

源
：
国

庫
補

助
金

（
物

価
高

騰
対

応
重

点
支

援
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

）

9
4

9
4

4
7

商
工

費
全

市
的

催
事

助
成

費
ふ

る
さ

と
応

援
基

金
繰

入
金

の
充

当
に

伴
う
財

源
更

正
2
8
2

△
 2

8
2

4
8

商
工

費
ロ

ケ
ツ

ー
リ
ズ

ム
推

進
事

業
費

ふ
る

さ
と

応
援

基
金

繰
入

金
の

充
当

に
伴

う
財

源
更

正
1
1
0

△
 1

1
0

4
9

商
工

費
意

匠
研

究
所

管
理

運
営

費
ふ

る
さ

と
応

援
基

金
繰

入
金

の
充

当
に

伴
う
財

源
更

正
1
,1

8
8

△
 1

,1
8
8

5
0

商
工

費
人

財
育

成
事

業
費

研
究

生
数

増
加

に
伴

い
卒

業
制

作
展

会
場

を
セ

ラ
ミ
ッ

ク
パ

ー
ク

Ｍ
ＩＮ

Ｏ
展

示
ホ

ー
ル

Ｂ
に

変
更

す
る

こ
と

に
伴

う
使

用
料

等
の

増
額

※
　

卒
業

制
作

展
2
0
2
7
　

会
期

：
2
月

1
9
日

（
金

）
〜

2
1
日

（
日

）
6
8
4

6
8
4

5
1

商
工

費
国

際
交

流
関

係
事

業
費

2
0
3
0
年

IA
C

総
会

日
本

大
会

及
び

国
際

陶
磁

器
フ

ェ
ス

テ
ィ

バ
ル

美
濃

'2
7
の

P
R
の

た
め

、
オ

ー
ス

ト
ラ

リ
ア

各
都

市
の

関
連

施
設

を
訪

問
す

る
こ

と
に

伴
う
旅

費
等

の
増

額
2
,4

0
0

2
,4

0
0

款
事

業
名

事
業

内
容

補
正

額

財
源

内
訳

番 号



 

15 

 

 
  

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

5
2

土
木

費
建

設
業

者
燃

料
等

価
格

高
騰

対
策

支
援

事
業

費

電
気

設
備

工
事

業
者

に
対

す
る

燃
料

等
価

格
高

騰
に

係
る

支
援

に
伴

う
補

助
金

の
追

加
※

　
財

源
：
国

庫
補

助
金

（
物

価
高

騰
対

応
重

点
支

援
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

）

7
,9

0
0

7
,9

0
0

5
3

土
木

費
建

設
業

者
燃

料
等

価
格

高
騰

対
策

支
援

事
業

費

建
設

業
者

に
対

す
る

燃
料

等
価

格
高

騰
に

係
る

支
援

に
伴

う
補

助
金

の
追

加
※

　
財

源
：
国

庫
補

助
金

（
物

価
高

騰
対

応
重

点
支

援
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

）

5
,2

0
0

5
,2

0
0

5
4

土
木

費
建

設
業

者
燃

料
等

価
格

高
騰

対
策

支
援

事
業

費

建
設

業
者

に
対

す
る

燃
料

等
価

格
高

騰
に

係
る

支
援

に
伴

う
補

助
金

の
追

加
※

　
財

源
：
国

庫
補

助
金

（
物

価
高

騰
対

応
重

点
支

援
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

）

7
,8

0
0

7
,8

0
0

5
5

土
木

費
道

路
橋

り
ょ

う
維

持
費

市
内

道
路

修
繕

の
増

等
に

伴
う
工

事
請

負
費

の
増

額
1
0
,0

0
0

1
0
,0

0
0

5
6

土
木

費
橋

り
ょ

う
長

寿
命

化
事

業
費

①
明

和
歩

道
橋

改
修

工
事

に
お

い
て

、
物

価
高

騰
に

よ
る

塗
装

関
連

費
用

の
増

に
伴

う
工

事
請

負
費

の
増

額
　

2
1
,0

0
0
千

円
②

南
姫

歩
道

橋
に

お
い

て
階

段
部

に
通

行
に

影
響

が
あ

る
破

損
が

発
見

さ
れ

、
早

期
に

補
修

が
必

要
と

な
っ

た
こ

と
に

伴
う
工

事
請

負
費

の
増

額
4
0
,0

0
0
千

円
※

　
財

源
：
国

庫
補

助
金

、
地

方
債

（
公

共
事

業
等

債
）
充

当
率

9
0
％

、
交

付
税

措
置

率
2
0
％

6
1
,0

0
0

2
6
,2

8
5

1
9
,4

0
0

1
5
,3

1
5

5
7

土
木

費
道

路
施

設
点

検
事

業
費

橋
り

ょ
う
点

検
事

業
費

の
入

札
差

金
に

よ
る

委
託

料
の

減
額

※
　

財
源

：
国

庫
補

助
金

△
 1

5
,0

7
2

△
 9

,9
3
9

△
 5

,1
3
3

5
8

土
木

費
道

路
改

良
事

業
費

（
単

独
）

市
道

舗
装

・
側

溝
改

良
箇

所
の

増
等

に
伴

う
工

事
請

負
費

等
の

増
額

※
　

財
源

：
地

方
債

（
緊

急
自

然
災

害
防

止
対

策
事

業
債

（
充

当
率

1
0
0
％

、
交

付
税

措
置

率
7
0
％

）
）

2
1
1
,2

2
9

2
1
1
,2

0
0

2
9

5
9

土
木

費
交

通
安

全
施

設
整

備
費

地
区

要
望

、
通

学
路

点
検

に
よ

る
整

備
箇

所
の

増
等

に
伴

う
工

事
請

負
費

の
増

額
8
,0

0
0

8
,0

0
0

款
事

業
名

事
業

内
容

補
正

額

財
源

内
訳

番 号
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

6
0

土
木

費
河

川
維

持
費

地
区

要
望

に
よ

る
河

川
内

の
土

砂
浚

渫
及

び
改

修
に

伴
う
工

事
請

負
費

の
増

額
※

　
財

源
：
地

方
債

（
緊

急
浚

渫
推

進
事

業
債

、
緊

急
自

然
災

害
防

止
対

策
事

業
債

（
充

当
率

1
0
0
％

、
交

付
税

措
置

率
7
0
％

）
）

1
4
,5

0
0

1
4
,5

0
0

6
1

土
木

費
浸

水
対

策
事

業
費

浸
水

対
策

の
た

め
の

笠
原

地
区

に
お

い
て

の
排

水
路

整
備

工
事

に
つ

い
て

、
施

工
時

期
平

準
化

の
た

め
、

次
年

度
整

備
予

定
を

前
倒

し
す

る
こ

と
に

伴
う
工

事
請

負
費

の
増

額
4
0
,0

0
0

4
0
,0

0
0

6
2

土
木

費
老

朽
空

き
家

等
対

策
関

係
費

予
納

金
返

還
に

伴
う
財

源
更

正
1
5
0

△
 1

5
0

6
3

土
木

費
過

年
度

返
還

金
（
空

き
家

対
策

総
合

支
援

事
業

）

所
有

者
不

明
土

地
・
建

物
の

申
立

時
に

納
付

し
た

予
納

金
に

つ
い

て
、

申
立

案
件

完
了

後
に

裁
判

所
か

ら
返

還
さ

れ
、

返
還

さ
れ

た
予

納
金

の
う
ち

国
庫

補
助

金
相

当
分

の
返

還
に

伴
う
償

還
金

の
追

加
※

　
財

源
：
諸

収
入

1
5
0

1
5
0

6
4

土
木

費
建

設
業

者
燃

料
等

価
格

高
騰

対
策

支
援

事
業

費

緑
化

・
造

園
事

業
者

に
対

す
る

燃
料

等
価

格
高

騰
に

係
る

支
援

に
伴

う
補

助
金

の
追

加
※

　
財

源
：
国

庫
補

助
金

（
物

価
高

騰
対

応
重

点
支

援
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

）

1
,6

0
0

1
,6

0
0

6
5

土
木

費
（
都

）
音

羽
小

田
線

道
路

改
良

事
業

費
（
公

共
）

①
相

続
放

棄
に

よ
り

相
続

人
不

存
在

と
な

る
土

地
に

つ
い

て
、

相
続

財
産

清
算

人
制

度
活

用
に

よ
り

境
界

立
会

等
を

円
滑

に
進

め
る

た
め

の
手

数
料

等
の

増
額

　
2
,0

2
0
千

円
②

上
野

町
地

内
の

用
地

測
量

業
務

に
係

る
委

託
料

の
増

額
　

1
1
,2

4
2
千

円

1
3
,2

6
2

1
3
,2

6
2

6
6

土
木

費
公

園
施

設
整

備
費

①
寄

附
金

採
納

に
よ

り
喜

多
緑

地
に

ベ
ン

チ
を

設
置

す
る

こ
と

に
伴

う
工

事
請

負
費

の
増

額
　

1
4
9
千

円
②

共
栄

公
園

に
お

け
る

老
朽

化
し

た
施

設
撤

去
に

伴
う
工

事
請

負
費

の
増

額
　

2
,1

3
4
千

円
③

笠
原

町
森

裏
及

び
栄

町
３
丁

目
に

お
い

て
、

地
元

か
ら

撤
去

の
要

望
を

受
け

た
ポ

ケ
ッ

ト
パ

ー
ク

等
の

整
備

に
伴

う
工

事
請

負
費

の
増

額
　

4
,6

8
7

千
円

④
令

和
７
年

度
決

算
に

よ
る

企
業

版
ふ

る
さ

と
応

援
寄

附
金

の
基

金
積

立
額

の
確

定
等

に
係

る
財

源
更

正

6
,9

7
0

△
 1

,0
0
0

1
,1

6
0

6
,8

1
0

款
事

業
名

事
業

内
容

補
正

額

財
源

内
訳

番 号
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

6
7

土
木

費
市

営
住

宅
施

設
整

備
費

①
令

和
７
年

度
末

に
用

途
廃

止
し

た
南

姫
団

地
2
7
棟

(４
戸

)に
隣

接
し

た
2
6
棟

(６
戸

)が
退

去
に

伴
い

用
途

廃
止

す
る

た
め

、
２
棟

併
せ

て
解

体
工

事
を

行
う
こ

と
に

よ
る

工
事

請
負

費
の

増
額

　
3
3
,9

3
0
千

円
②

量
水

器
の

来
年

度
値

上
が

り
を

見
据

え
高

根
（
中

層
）
団

地
の

量
水

器
取

替
工

事
に

Ｅ
棟

を
追

加
す

る
こ

と
に

伴
う
工

事
請

負
費

の
増

額
　

3
,0

4
9

千
円

3
6
,9

7
9

3
6
,9

7
9

6
8

消
防

費
防

災
情

報
提

供
費

ふ
る

さ
と

応
援

基
金

繰
入

金
の

充
当

に
伴

う
財

源
更

正
7
9
4

△
 7

9
4

6
9

教
育

費
小

中
一

貫
教

育
校

調
査

研
究

費

令
和

５
年

度
の

寄
附

金
を

財
源

と
し

た
イ

ン
フ

ォ
メ

ー
シ

ョ
ン

デ
ィ

ス
プ

レ
イ

購
入

に
伴

う
備

品
購

入
費

の
追

加
※

　
財

源
：
教

育
振

興
基

金
繰

入
金

2
3
2

2
3
2

7
0

教
育

費
小

学
校

管
理

費
寄

附
金

採
納

に
係

る
図

書
購

入
に

伴
う
備

品
購

入
費

の
増

額
1
0
0

1
0
0

7
1

教
育

費
要

保
護

児
童

等
就

学
援

助
費

ふ
る

さ
と

応
援

基
金

繰
入

金
の

充
当

に
伴

う
財

源
更

正
9
8
7

△
 9

8
7

7
2

教
育

費
要

保
護

生
徒

等
就

学
援

助
費

ふ
る

さ
と

応
援

基
金

繰
入

金
の

充
当

に
伴

う
財

源
更

正
9
8
8

△
 9

8
8

7
3

教
育

費
過

年
度

返
還

金
（
子

育
て

の
た

め
の

施
設

等
利

用
給

付
費

）
令

和
７
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

支
出

金
及

び
県

支
出

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
3
4
,6

3
5

3
4
,6

3
5

7
4

教
育

費
公

民
館

管
理

運
営

費
ふ

る
さ

と
応

援
基

金
繰

入
金

の
充

当
に

伴
う
財

源
更

正
9
,4

0
4

△
 9

,4
0
4

7
5

教
育

費
生

涯
ス

ポ
ー

ツ
普

及
活

動
費

ふ
る

さ
と

応
援

基
金

繰
入

金
の

充
当

に
伴

う
財

源
更

正
2
4
3

△
 2

4
3

款
事

業
名

事
業

内
容

補
正

額

財
源

内
訳

番 号
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

7
6

教
育

費
体

育
施

設
整

備
費

令
和

７
年

度
決

算
に

よ
る

企
業

版
ふ

る
さ

と
応

援
寄

附
金

の
基

金
積

立
額

の
確

定
に

伴
う
財

源
更

正
△

 4
,7

0
0

6
,0

0
2

△
 1

,3
0
2

7
7

教
育

費
学

校
給

食
地

産
地

消
推

進
事

業
費

県
が

今
年

度
か

ら
実

施
す

る
「
学

校
給

食
県

産
農

産
物

導
入

促
進

支
援

事
業

」
の

活
用

に
よ

り
、

地
元

農
産

物
を

給
食

に
使

用
す

る
こ

と
に

伴
う
補

助
金

の
増

額
※

　
財

源
：
県

支
出

金

8
,7

9
0

8
,7

9
0

7
8

教
育

費
学

校
給

食
無

償
化

事
業

費
令

和
７
年

度
決

算
に

よ
る

企
業

版
ふ

る
さ

と
応

援
寄

附
金

の
基

金
積

立
額

の
確

定
に

伴
う
財

源
更

正
△

 1
9
,5

0
0

1
9
,5

0
0

8
5
0
,2

3
7

7
2
,6

6
6

2
5
2
,4

0
0

5
3
,3

3
5

4
7
1
,8

3
6

合
　

　
　

　
　

計
　

（
補

正
額

総
額

）

款
事

業
名

事
業

内
容

補
正

額

財
源

内
訳

番 号
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令
和

８
年

度
　

　
　

一
 般

 会
 計

 税
 等

 内
 訳

 一
 覧

 表
  

  
  

  
　

（ 
補

 正
 第

 ３
 号

 ）

金
額

１
市

税

２
地

方
譲

与
税

自
動

車
重

量
譲

与
税

地
方

揮
発

油
譲

与
税

３
利

子
割

交
付

金

４
配

当
割

交
付

金

５
株

式
等

譲
渡

所
得

割
交

付
金

６
法

人
事

業
税

交
付

金

７
地

方
消

費
税

交
付

金

８
ゴ

ル
フ

場
利

用
税

交
付

金

９
環

境
性

能
割

交
付

金

10
国

有
提

供
施

設
等

所
在

市
町

村
助

成
交

付
金

11
地

方
特

例
交

付
金

12
地

方
交

付
税

普
通

交
付

税

特
別

交
付

税

13
交

通
安

全
対

策
特

別
交

付
金

20
繰

入
金

財
政

調
整

基
金

繰
入

金

（
う

ち
可

処
分

）

（
う

ち
災

害
留

保
分

）

21
繰

越
金

47
1,

83
6

22
諸

収
入

市
預

金
利

子

23
市

債
臨

時
財

政
対

策
債

 
そ

の
他

一
般

財
源

47
1,

83
6

（
単

位
：
千

円
）

内
容

合
計
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（
継

続
費

）
（
 単

位
：
千

円
 ）

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

8
4
,8

9
1

4
,8

9
1

9
7
,3

3
6

7
,3

3
6

1
0

2
4
,0

2
5

2
4
,0

2
5

計
3
6
,2

5
2

3
6
,2

5
2

（
繰

越
明

許
費

）

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

1
2
5
,1

9
0

2
1
4
,0

0
0

3
8
,0

0
0

4
8
,1

0
0

5
1
6
,0

0
0

6
1
6
,0

0
0

7
9
,8

0
0

8
4
0
,0

0
0

9
1
1
,2

4
2

令
  

和
  

８
  

年
  

度
　

　
　

一
　

般
　

会
　

計
　

予
　

算
　

（
　

補
　

正
　

第
　

３
　

号
　

）
　

の
　

主
　

要
　

内
　

容

項
目

総
額

年
度

年
割

額
財

源
内

訳
番

号
事

業
名

1
（
仮

称
）
養

正
こ

ど
も

園
基

本
計

画
及

び
基

本
設

計
事

業
3
6
,2

5
2

継
続

費
の

追
加

戸
籍

シ
ス

テ
ム

更
新

ク
ラ

ウ
ド

化
関

係
事

務
費

（
戸

籍
総

合
シ

ス
テ

ム
機

器
等

更
新

業
務

委
託

）

項
目

道
路

改
良

事
業

費
（
単

独
）

（
側

溝
整

備
工

事
　

大
畑

町
大

洞
）

道
路

改
良

事
業

費
（
単

独
）

（
法

面
整

備
工

事
　

富
士

見
町

）

道
路

改
良

事
業

費
（
単

独
）

（
側

溝
整

備
工

事
　

旭
ケ

丘
1
0
）

繰
越

明
許

費
道

路
改

良
事

業
費

（
単

独
）

（
法

面
整

備
工

事
　

西
坂

町
３
）

道
路

改
良

事
業

費
（
単

独
）

（
舗

装
整

備
工

事
　

根
本

町
３
）

(都
)音

羽
小

田
線

道
路

改
良

事
業

費
（
測

量
設

計
試

験
委

託
料

）

財
源

内
訳

1
6
,0

0
0

番
号

事
　

　
　

　
　

　
　

業
　

　
　

　
　

　
　

　
名

金
　

　
額

1
1
,2

4
2

2
5
,1

9
0

8
,1

0
0

9
,8

0
0

8
,0

0
0

1
6
,0

0
0

浸
水

対
策

事
業

費
（
浸

水
対

策
工

事
　

笠
原

町
）

4
0
,0

0
0

道
路

改
良

事
業

費
（
単

独
）

（
側

溝
整

備
工

事
　

大
針

町
）

1
4
,0

0
0

（
 単

位
：
千

円
 ）
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 （
債

務
負

担
行

為
）

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

1
令

和
９
年

度
か

ら
令

和
1
1
年

度
ま

で
限

度
額

の
4
分

の
3

限
度

額
の

4
分

の
1

2
令

和
９
年

度
か

ら
令

和
1
1
年

度
ま

で
限

度
額

に
同

じ

3
令

和
９
年

度
か

ら
令

和
1
1
年

度
ま

で
限

度
額

に
同

じ

4
令

和
９
年

度
か

ら
令

和
1
1
年

度
ま

で
限

度
額

に
同

じ

5
令

和
９
年

度
か

ら
令

和
1
1
年

度
ま

で
限

度
額

に
同

じ

期
間

限
度

額
項

目
番

号

1
子

当
た

り
3
万

円
に

日
数

を
乗

じ
て

得
た

額
か

ら
利

用
者

負
担

額
を

控
除

し
て

得
た

額
と

加
算

額
（
1
泊

当
た

り
3
.5

万
円

又
は

1
産

婦
1
日

当
た

り
7
,0

0
0
円

若
し

く
は

1
子

1
日

当
た

り
1
4
,1

0
0
円

（
う
ち

多
胎

児
加

算
5
,0

0
0
円

）
を

上
限

と
す

る
。

）
の

合
算

額

財
源

内
訳

（
 単

位
：
千

円
 ）

結
核

・
肺

が
ん

検
診

業
務

委
託

1
件

あ
た

り
の

単
価

に
受

診
者

数
を

乗
じ

消
費

税
相

当
額

を
加

算
し

た
額

・
一

次
検

診
1
,8

0
0
円

／
件

・
車

椅
子

検
診

・
肺

が
ん

検
診

2
,2

0
0
円

／
件

債
務

負
担

行
為

の
追

加
乳

が
ん

検
診

業
務

委
託

1
件

あ
た

り
6
,1

0
0
円

に
受

診
者

数
を

乗
じ

消
費

税
相

当
額

及
び

自
己

負
担

免
除

相
当

額
を

加
算

し
た

額

大
腸

が
ん

検
診

業
務

委
託

1
件

あ
た

り
1
,4

0
0
円

に
受

診
者

数
を

乗
じ

消
費

税
相

当
額

及
び

自
己

負
担

免
除

相
当

額
を

加
算

し
た

額

事
項

胃
が

ん
検

診
業

務
委

託
1
件

あ
た

り
7
,2

0
0
円

に
受

診
者

数
を

乗
じ

消
費

税
相

当
額

を
加

算
し

た
額

産
後

ケ
ア

事
業

業
務

委
託

（
市

民
病

院
分

）
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 特
別

会
計

の
主

な
事

業
内

容

議
 第

 8
4
 号

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
繰

越
金

1
特

定
健

康
診

査
・
保

健
指

導
負

担
金

返
還

金
令

和
７

年
度

決
算

に
よ

る
県

支
出

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
9
,8

1
2

2
国

民
健

康
保

険
保

険
給

付
費

等
交

付
金

返
還

金
令

和
７

年
度

決
算

に
よ

る
県

支
出

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
4
1
,0

4
9

5
0
,8

6
1

議
 第

 8
5
 号

（
 単

位
：
千

円
 ）

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
繰

越
金

1
介

護
保

険
シ

ス
テ

ム
等

改
修

関
係

費
介

護
保

険
シ

ス
テ

ム
D

X
対

応
パ

ッ
ケ

ー
ジ

導
入

に
係

る
介

護
保

険
シ

ス
テ

ム
改

修
に

伴
う

委
託

料
の

増
額

※
　

財
源

：
繰

入
金

1
5
,9

0
8

2
介

護
給

付
費

準
備

基
金

積
立

金

令
和

７
年

度
決

算
に

係
る

前
年

度
繰

越
金

等
を

介
護

給
付

費
準

備
基

金
に

積
み

立
て

る
積

立
金

の
増

額
※

　
財

源
：
国

庫
補

助
金

、
県

補
助

金
、

介
護

保
険

料
公

費
負

担
繰

入
金

5
,6

3
8

88
7

1
9
1,

6
4
2

3
国

庫
支

出
金

過
年

度
還

付
金

（介
護

給
付

費
負

担
金

）
令

和
７

年
度

決
算

に
よ

る
国

庫
支

出
金

の
返

還
に

伴
う

償
還

金
の

追
加

2
6
,9

2
4

4
県

支
出

金
過

年
度

還
付

金
（介

護
給

付
費

負
担

金
）

令
和

７
年

度
決

算
に

よ
る

県
支

出
金

の
返

還
に

伴
う

償
還

金
の

追
加

1
9
,5

8
4

5
,6

3
8

1
6
,7

9
5

2
3
8,

1
5
0

会
計

名
番

号

介
護

保
険

事
業

特
別

会
計

（
補

正
第

２
号

）

1
9
,5

8
4

1
5
,9

0
8

1
9
8,

1
6
7

2
6
,9

2
4

2
6
0,

5
8
3

事
業

名
事

業
内

容
補

正
額

財
源

内
訳

合
　

　
　

　
　

　
計

合
　

　
　

　
　

　
計

5
0
,8

6
1

（
 単

位
：
千

円
 ）

補
正

額
財

源
内

訳
会

計
名

国
民

健
康

保
険

事
業

特
別

会
計

（
補

正
第

１
号

）

9
,8

1
2

4
1
,0

4
9

番
号

事
業

名
事

業
内

容
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企
業

会
計

の
主

な
事

業
内

容

議
 第

 8
6
 号

下
水

道
事

業
会

計
（

補
正

第
２

号
）

1
営

業
費

用
（
雨

水
管

渠
費

）
大

規
模

下
水

道
管

路
修

繕
に

係
る

修
繕

費
の

増
額

議
 第

 8
7
 号

1
病

院
医

業
費

用
（
経

費
）

徴
収

委
託

手
数

料
の

見
込

み
増

に
伴

う
委

託
料

の
増

額

1
病

院
医

業
費

用
（
そ

の
他

医
業

費
用

）
市

民
病

院
の

L
E

D
化

改
修

工
事

等
に

伴
う

補
助

金
（補

助
率

1
/
2）

の
増

額

合
　

　
　

　
　

　
計

2
6
,1

0
0

会
計

名
番

号
事

　
　

　
業

　
　

　
名

（
 単

位
：
千

円
 ）

会
計

名
番

号
事

業
名

事
業

内
容

補
正

額

病
院

事
業

会
計

（
補

正
第

１
号

）

3
9
,4

2
1

合
　

　
　

　
　

　
計

4
2
,9

2
1

3
,5

0
0

2
6
,1

0
0

（
 単

位
：
千

円
 ）

事
　

　
業

　
　

内
　

　
容

補
正

額
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財
政

判
断

指
数

の
見

込
み

償
還
可
能
年
数

経
費
硬
直
率

財
政
調
整
基
金

経
常
収
支
比
率

実
態
収
支

（
年
）

（
％
）

充
足
率
（
％
）

（
％
）

（
千
円
）

財
政
判
断
指
数

(
補
正

第
３

号
）

6.
3

77
.2

25
.7

93
.7

△
 2
,
20
0
,0
0
0

財
政
判
断
指
数

(
補
正

第
２

号
）

6.
6

77
.1

21
.8

93
.6

△
 4
9
0,
0
00

財
政
判
断
指
数

(
補
正

第
１

号
）

6.
6

77
.1

21
.8

93
.6

△
 4
9
0,
0
00

財
政
判
断
指
数

(
当
初

予
算

）
6.
5

76
.9

21
.8

93
.4

△
 5
1
0,
0
00

財
政
判

断
指

数
(
目
標

値
)

7.
0

79
.0

15
.0

95
.0

－

財
政
判

断
指

数
(
基
準

値
)

10
.0

82
.0

7.
5

98
.0

－

財
政
判
断
指
標
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議第88号 物品供給契約の締結について 

 １ 契 約 の 目 的  市立小中学校体育館指定避難所空調機整備事業 

 ２ 契 約 の 方 法  随意契約 

 ３ 契 約 金 額  一金 1,689,600,000円 

 ４ 契約の相手方  愛知県名古屋市昭和区福江三丁目７番７号 

東邦ガスエナジーエンジニアリング株式会社 

代表取締役 玉田 勝也 

【参考】 

  随意契約理由： 

    公募型プロポーザル方式により、地域経済への貢献、災害時の避難所環境充

実設備としての機能を有する製品の調達、施工時の安全確保や学校運営への配

慮等の視点で総合評価し、最も優れた提案であると評価した事業者と随意契約

を締結するもの。 

公募型プロポーザル： 

   ・参加者 ２者 

   ・プロポーザル審査日 令和８年７月17日 

   ・審査結果 東邦ガスエナジーエンジニアリング株式会社 154点／200点 

Ａ社                   122点／200点 

事業概要： 

   １ 事業内容 

避難所環境及び教育環境の充実を図るため、市立小中学校体育館（17校）

において、令和８年度から令和９年度までの２か年で事業者が設計及び施工

を一括して行い、整備が完了した空調機を市が買い取るもの。 

２ 納入物件：市立小中学校体育館指定避難所（17校）空調機一式 

３ 履行期間：契約日～令和10年３月31日 仮契約日：令和８年７月31日 

 

議第89号 土地の処分について 

次の土地を処分することとする。 

１ 所 在 地 番  多治見市笠原町字富士下3387番６の一部、3387番11の一部及

び3387番32の一部 

２ 地 目  山林、保安林、学校用地 

３ 処分予定面積  10,049.64平方メートル 

４ 処分予定価格  一金 20,437,773円 

５ 処分の相手方  多治見市小田町４丁目８番地の６ 

   分任支出負担行為担当官 

            中部地方整備局多治見砂防国道事務所長 熊澤 至朗 
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議第 89 号関係 

3387-

11 

笠原町字富士下 

3387-32 の一部 

3387-6 の一部 

3387-11 の一部 
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議第90号 指定管理者の指定について 

次の施設について、指定管理者の指定を行うものとする。 

１ 施設の名称 多治見市勤労者センター 

２ 指定管理者の名称等 多治見市豊岡町１丁目55番地 

公益財団法人多治見市文化振興事業団 

理事長 青山 崇 

３ 指定期間 令和９年４月１日から令和12年３月31日まで（３年間） 

 

選定結果 

候補団体 公益財団法人多治見市文化振興事業団 

現在の指定管理者 公益財団法人多治見市文化振興事業団 

評価 

評価項目 配点 得点 

１．提案全体について 30 26.0 

２．施設管理について 30 26.0 

３．収支計画について 15 15.0 

４．申請団体について 25 22.0 

評価合計点 
100 89.0 

最低基準点 60点 

候補団体以外の団体の評価合計点 他の応募団体なし 

指定管理料 
提案額（税込）（千円未満切上） 債務負担額 

35,181千円 35,181千円 

 

議第91号 指定管理者の指定について 

次の施設について、指定管理者の指定を行うものとする。 

１ 施設の名称 多治見市豊岡駐車場 

多治見市豊岡原動機付自転車駐車場 

２ 指定管理者の名称等 多治見市豊岡町１丁目55番地 

公益財団法人多治見市文化振興事業団 

理事長 青山 崇 

３ 指定期間 令和９年４月１日から令和12年３月31日まで（３年間） 

 

選定結果 

候補団体 公益財団法人多治見市文化振興事業団 

現在の指定管理者 公益財団法人多治見市文化振興事業団 

評価 

評価項目 配点 得点 

１．提案内容の妥当性について 80 71.0 

２．中心市街地活性化や街のにぎわい 20 17.0 
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づくりに資する事業提案がなされて

いるか 
  

評価合計点 
100 88.0 

最低基準点 60点 

候補団体以外の団体の評価合計点 Ａ団体 76.0 

施設使用料

の支払い 

指定管理者は、施設使用料として、次に掲げる額を市に支払う

ものとする。 

令和９年度 

ア 年度当たり2,991,000円 

イ １年間の総売上から27,755,000円を除いた

額の２割の額 

令和10年度 

ア 年度当たり2,991,000円 

イ １年間の総売上から27,755,000円を除いた

額の２割の額 

令和11年度 

ア 年度当たり2,991,000円 

イ １年間の総売上から27,755,000円を除いた

額の２割の額 
 

 

議第92号 多治見市と中津川市との間の証明書の交付等に係る事務委託を廃止する協

議について 

議第93号 多治見市と瑞浪市との間の証明書の交付等に係る事務委託を廃止する協議

について 

議第94号 多治見市と恵那市との間の証明書の交付等に係る事務委託を廃止する協議

について 

議第95号 多治見市と土岐市との間の証明書の交付等に係る事務委託を廃止する協議

について 

 １ 経緯 

 東濃５市における証明書の広域交付サービスについて、広域相互発行用ＦＡＸ

の後継機の開発見込みがなく、サービス継続が困難になっていること、また一方

で、コンビニ交付サービスが普及し、広域交付の必要性が薄れてきていることか

ら、東濃５市証明書等広域交付連絡会議で、令和８年度をもって、広域交付サー

ビスを終了する方針が確認された。 

 ２ 廃止趣旨 

   多治見市と中津川市、瑞浪市、恵那市及び土岐市との間の証明書の交付等に係

る事務委託に関する規約をそれぞれ廃止する。 

３ 施行日 令和９年４月１日 

 

議第96号 東濃西部広域行政事務組合の共同処理する事務の変更及びこれに伴う規約

の変更に関する協議について 

１ 改正趣旨及び改正内容 
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 本市、瑞浪市及び土岐市の３市において、共同で広域のごみ焼却施設の整備を

進めるに当たり、東濃西部広域行政事務組合の共同処理する事務に新たに「広域

のごみ焼却施設の設置及び管理運営に関する事務」を追加する（第３条関係）。 

２ 施行日 令和９年４月１日 

 

議第97号 第８次多治見市総合計画基本計画を変更するについて 

本市の保育・教育施設の計画的整備に向け、総合計画基本計画を変更する。  

【変更前】 

政策の柱１ 子育て世代が選び、住み続けたくなるまちづくり 

 施策７ 保育・教育施設等の整備 

 

３ 笠原校区における幼保小中一貫教育を更に推進

するため、小中一貫教育校（義務教育学校）を整

備します 

教育総務課 

４ ＩＣＴを活用した教育環境を整備・更新します 教育総務課 

５ 精華小学校を建て替えます 教育総務課 

【変更後】 

政策の柱１ 子育て世代が選び、住み続けたくなるまちづくり 

 施策７ 保育・教育施設等の整備 

 

３ 養正小学校附属幼稚園、昭和小学校附属幼稚

園、双葉保育園を統合し、幼保連携型認定こども

園の整備を進めます 

保育幼稚園課 

４ 笠原校区における幼保小中一貫教育を更に推進

するため、小中一貫教育校（義務教育学校）を整

備します 

教育総務課 

５ ＩＣＴを活用した教育環境を整備・更新します 教育総務課 

６ 精華小学校を建て替えます 教育総務課 

 

【市民参加状況報告（議会基本条例第13条第４号関係）】 

１ パブリック・コメント手続 

［案  件］ 総合計画基本計画の変更について（幼保） 

 ［実施期間］ 令和８年４月20日から同年５月20日まで 

 ［寄せられた意見と市の回答］ 意見なし 

２ 多治見市事業評価委員会 

［案  件］ 第８次多治見市総合計画基本計画の追加について 

［期  日］ 令和８年７月22日 

［主な意見と市の回答］  

（意見の要旨）(１) 園を集約すると保育園、幼稚園の先生は余らないか。 

(２) 最終的に２園がなくなるが、避難所に指定されている

のか。また、指定されている場合、代替の避難所をどう確
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保するのか。 

(３) 閉園する２園の跡地はどうなるのか。 

(４) 現時点でのコスト想定はいくらか。 

(５) 幼稚園では支援児が増えていると聞いているが、新し

くできる園は支援児にも対応できる園となるか。 

（市 の 回 答）(１) 保育士は不足しており、他の園で活躍してもらうこと

ができるため余ることはない。 

(２) 避難所の指定を受けている園もあるが、学校の方が避

難所としては優れているため、今後は学校を利用してもら

う。 

(３) これから検討する。 

(４) 建築手法にもよるが、仮に全てを建て替えた場合は、

20億円程度になるのではないかと推計している。 

(５) 受け入れる体制を整えていく。 

 

議第98号 第８次多治見市総合計画基本計画を変更するについて 

多治見市史編さん事業の本格実施に伴い、総合計画基本計画を変更する。 

【変更前】 

政策の柱４ 多様なつながりで、豊かな暮らしを育むまちづくり 

 施策４ 文化・芸術振興 
 ５ 新たな市史の編さん体制を研究します 

 【変更後】 

政策の柱４ 多様なつながりで、豊かな暮らしを育むまちづくり 

 施策４ 文化・芸術振興 
 ５ 多治見市制100周年に向けて、新たな市史を編さんします 

 

 【市民参加状況報告（議会基本条例第13条第４号関係）】 

１ パブリック・コメント手続 

［案  件］ 多治見市史編さん事業の本格化に伴う総合計画基本計画の変更

について 

 ［実施期間］ 令和８年７月17日から同年８月12日まで 

 ［寄せられた意見と市の回答］ 意見なし 

２ 多治見市事業評価委員会 

［案  件］ 第８次多治見市総合計画基本計画の変更について 

［期  日］ 令和８年７月22日 

［主な意見と市の回答］ 意見なし 
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議第99号 多治見市教育委員会教育長の任命について 

  仙石 浩之（せんごく ひろゆき）教育長が令和８年９月30日に任期満了となる

ため、同氏を引き続き、多治見市教育委員会教育長に任命する。 

 

議第100号 多治見市教育委員会委員の任命について 

  鈴木 亜紀子（すずき あきこ）委員が令和８年９月30日に任期満了となるため、

同氏を引き続き、多治見市教育委員会委員に任命する。 

【参考】 

委員数：４人 

職 務：教育委員会の構成員として、地方教育行政の組織及び運営に関する法

律（昭和31年法律第162号）第21条各号に掲げられた職務権限の適正

な行使を担う。 

（多治見市教育委員の職務に関する要綱（平成22年教育委員会告示第31号）第２条） 

 

議第101号 多治見市固定資産評価審査委員会委員の選任について 

  大野 聖（おおの さとし）委員が令和８年９月29日に任期満了となるため、同

氏を引き続き、多治見市固定資産評価審査委員会委員に選任する。 

【参考】 

委員数：３人 

委員会の目的：固定資産課税台帳に登録された価格に関する不服を審査決定す

る。 

（地方税法（昭和25年法律第226号）第423条第１項） 

 

議第102号 多治見市公平委員会委員の選任について 

  松岡 正延（まつおか まさのぶ）委員が令和８年９月29日に任期満了となるた

め、同氏を引き続き、多治見市公平委員会委員に選任する。 

【参考】 

委員数：３人 

所掌事務：(１) 職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求

を審査し、判定し、及び必要な措置を執ること。 

(２) 職員に対する不利益な処分についての審査請求に対する裁決

をすること。 

(３) 前２号に掲げるものを除くほか、職員の苦情を処理すること。 

(４) 前３号に掲げるものを除くほか、法律に基づきその権限に属

せしめられた事務 

（地方公務員法（昭和25年法律第261号）第８条第２項） 

 

議第103号 多治見市子どもの権利擁護委員の選任について 

  原科 佐登己（はらしな さとみ）委員が令和８年９月30日に任期満了となるため、

松澤 朗（まつざわ あきら）氏を新たに多治見市子どもの権利擁護委員に選任する。 
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【参考】 

委員数：３人 

職 務：(１) 子どもの権利侵害について相談に応じ、その子どもの救済や回

復のために、助言や支援をすること。 

(２) 子どもの権利侵害にかかわる救済の申立てを受けて、また、必

要があるときには自らの判断で、その子どもの救済や回復にむけて

調査、調整、勧告、是正要請をすること。 

(３) 前号の勧告、是正要請を受けてとられた措置の報告を求めるこ

と。 

（多治見市子どもの権利に関する条例（平成15年条例第27号）第14条） 

 

諮第１号 人権擁護委員の推薦について 

  谷口 千鶴（たにぐち ちづる）委員、坂﨑 京子（さかざき きょうこ）委員、 

河人 宗寿（かわひと むねとし）委員及び加藤 明子（かとう あきこ）委員が令和

８年12月31日に任期満了となるため、４氏を引き続き、人権擁護委員として推薦する。 

【参考】 

委員数：10人 

職 務：(１) 自由人権思想に関する啓もう及び宣伝をなすこと。 

(２) 民間における人権擁護運動の助長に努めること。 

(３) 人権侵犯事件につき、その救済のため、調査及び情報の収集を

なし、法務大臣への報告、関係機関への勧告等適切な処置を講ず

ること。 

(４) 貧困者に対し訴訟援助その他その人権擁護のため適切な救済方

法を講ずること。 

(５) その他人権の擁護に努めること。 

（人権擁護委員法（昭和24年法律第139号）第11条） 

 


